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1. 運用ハイライト
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三井不動産との戦略的パートナーシップにより安定成長を継続

1 運用ハイライト

第12期決算概要

• 第12期実績8,353円（第10期実績対比＋6.9%）

• 上場来 年平均成長率は9.0%
• 第13期予想8,396円（第11期実績対比＋6.3%）

1口当たり分配金*

＊詳細につきましては、P.47～48の本資料の記載事項に関する注記【運用ハイライト】【コロナ禍以降の物件取得】【優先情報提供対象物件】をご参照ください。

1-2 内部成長

1-1 外部成長 1-3 ESGへの取組み

• コロナ禍以降＊も継続して、ロケーション、クオリティ、バランスに拘り、

総額6物件、1,371億円を取得し、
取得時平均築年数＊は2.3年と築浅で、
首都エリア・関西エリアの好立地の物件をバランスよく取得することで

ポートフォリオの安定性、成長性は更に向上

• 優先情報提供対象物件＊は、11物件104万㎡と潤沢

• 物流施設需要は引き続き旺盛で、

首都圏、大阪圏を中心に、マーケットは堅調

• 第12期期中平均稼働率＊については、97.6%予想に対し、実績

98.5%と向上。第12期末稼働率は99.9%と高水準を維持

• 第13期契約満了スペースも概ね更改済みと順調

• グリーン電力の供給体制整備により、首都圏物件から順次
共用部のグリーン電力化を推進

• 2022年3月設定の環境KPIに対し、
第12期物件取得効果等もあり、グリーンビルディング認証比率や
LED導入比率といった各種取組み項目は順調に進捗

1-4 財務戦略

• 第12期末(実績)、第13期末(予想) のLTV＊は

それぞれ36.5％、 35.8％となり、
第13期末(予想)取得余力＊(LTV50％時)は950億円

• コミットメントラインを100億円に増額し、財務安定性を更に強化
• 本投資法人初となるグリーンローンによる借入を実施し、
サステナビリティボンドに加え、ESGファイナンスへの取組みを推進

• 第12期も11期連続での増収、増益、増配

• 営 業 収 益106億円（第11期実績対比＋11.0億円）

• 経 常 利 益 4 1 億円（第11期実績対比＋4.2億円）

• 当期純利益 4 1 億円（第11期実績対比＋4.2億円）

決算実績
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コロナ禍以降も継続的な物件取得によりポートフォリオの安定性、成長性は大きく向上

1 -1. 外部成長① ーコロナ禍以降の物件取得ー

＊詳細につきましては、P.47～48の本資料の記載事項に関する注記【運用ハイライト】をご参照ください。

コロナ禍以降の物件取得の概要

MFLP八千代勝田台

第12期取得

MFLP平塚Ⅱ

第12期取得

MFLP川口I

第9期取得

ボックス型 スロープ型スロープ型

関西エリア

MFLP大阪Ⅰ

第12期取得

MFLP茨木

第9期取得

スロープ型 ランプウェイ型

首都エリア

MFIP印西Ⅱ

第10期取得

データセンター

その他
神奈川内陸部 都心近郊千葉内陸部

物件数

6物件

延床面積

47万㎡

取得価格

1,371億円

■バランス■ ロケーション■クオリティ

大阪内陸部大阪中心部

ランプウェイ型、スロープ型、ボックス型と3つのタ
イプの物流施設に加え、2物件目となるデータ
センターも取得することで、多様なテナント・荷
主ニーズに対応できる、バランスの取れたポート
フォリオの構築を進めました。

マーケットが引き続き堅調である首都エリア・関西エリアに
おいて立地条件の良い物件をバランスよく取得し、ロケー
ション重視のポートフォリオを構築しています。

また、これまで保有物件の無かったサブ・マーケットエリアで
ある、大阪中心部や大阪内陸部、千葉県内陸部や都
心近郊エリアの物件を取得することにより、ポートフォリオ全
体のロケーションの分散も図りました。

築浅で競争力の高い物件取得により、ポート
フォリオの強みが更に伸長し、また、競争力の高
い物件を合理的な価格で取得しました。

平均巡行NOI利回り*

4.4％

※上記円グラフに記載の比率は、 MFIP印西Ⅱを除く上記の5物件について、
各物件の取得価格に基づいて記載しています。

※ 上記円グラフに記載の比率は、上記の6物件について、

各物件の取得価格に基づいて記載しています。

首都エリア
40.3%

関西エリア
59.7%

データセンター
11.0%

ボックス型
9.3%

スロープ型
36.7%

ランプウェイ型
42.9%

平均築年数

2.3年
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中期資産規模目標5,000億円に向けて着実に前進

1

第1期末 第2期末 第3期末 第4期末 第5期末 第6期末 第7期末 第8期末 第9期末 第10期末 第11期末 第12期末 第13期末 第14期末

755
億円

787
億円

983
億円

1,035
億円

1,567
億円

2,050
億円

2,824
億円

1,567
億円

継続的な
外部成長を目指す

中期資産規模目標

5,000億円

142万㎡

2,976
億円

本投資法人

資産規模

24物件

3,422億円

9物件 10物件
12物件 13物件

16物件

20物件

16物件

9物件

21物件

-1. 外部成長②

18物件

755
億円

中期

2,976
億円

3,422
億円

21物件

104万㎡

優先情報提供
対象物件
11物件

MFLP弥富木曽岬

竣工済8物件 91万㎡ 未竣工3物件 12万㎡

MFLP船橋Ⅱ

リーシング済

MFLP日野(75%)

リーシング済

MFLP八千代勝田台 MFLP大阪ⅠMFLP平塚Ⅱ

第12期取得物件 3物件 446億円

24物件

MFLP東名綾瀬(50%)

リーシング済

MFLP市川塩浜Ⅱ(60%)

リーシング済

追
加
物
件
取
得

MFLP船橋Ⅲ

MFLP大阪交野

リーシング済

MFLP横浜港北

リーシング済

MFLP所沢

リーシング済

MFLP新木場Ⅰ

New

MFLP・SGリアルティ
福岡粕屋(50%)

リーシング済
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-1. 外部成長③ ーポートフォリオ及びパイプラインの優位性ー

本投資法人の保有物件、優先情報提供対象物件及び三井不動産開発物件の立地の優位性

1

※人口分布については「国土数値情報(1kmメッシュ別将来推計人口(H30国政局推計)データ)」(国土交通省)を加工して作成しています。

＊詳細につきましては、P.47～48の本資料の記載事項に関する注記【インダストリアル不動産】をご参照ください。

東京駅

首都エリア 関西エリア

：優先情報提供対象物件

：三井不動産開発物件

0～5,000人

5,001～10,000人

10,001人～

人口分布（人/k㎡）：物流不動産保有物件

：インダストリアル不動産
*
保有物件
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53.0% 47.0%

100%

100%

-2. 内部成長1

引き続き旺盛な床需要と三井不動産とのリーシング営業により稼働率は高水準で推移

本投資法人の契約更改の状況と稼働率の推移

物流施設床需要の増大

■

第14期契約

満了

第13期契約

満了

第12期契約

満了

92.3%

46.6%

99.4%

53.4%

内定済 0.6%

契約更改済 内定済

89.3%

129,396㎡

42,863㎡

未更改

※2022年7月31日時点締結済賃貸借契約に基づいた賃貸面積ベースの数値です。
第12期については当該期中に契約満了を迎えたすべての賃貸借契約の賃貸面積ベースの数値です。

100 100 99.9 100 100

95

96

97

98

99

100

2021年7月末

（第10期末）

2022年1月末

（第11期末）

2022年7月末

（第12期末）

2023年1月末

（第13期末）

（予想）

2023年7月末

（第14期末）

(予想)

（％） 業績予想の前提となる稼働率予測契約更改について、内定済を含め首都圏、大阪圏、中京圏を中心に
順調に進捗。

132,361㎡

7.7%

出所：シービーアールイー株式会社「物流マーケット基礎調査(2022年Q2)」(2022年8月)

※不動産投資会社及び不動産開発会社等が保有する延床面積5,000㎡以上の賃貸型物流施設が調査対象です。

※2022年の空室率は2022年6月末時点の数値です。

新規供給 新規需要 空室率 空室率（竣工1年以上）

首都圏の空室率と需給バランス予測
（千㎡ ）

1.0%

3.1%

0%

5%

10%

0

1,000

2,000

3,000

4,000

2018 2019 2020 2021 2022 2023

予測

大阪圏の空室率と需給バランス予測

0.6%

1.6%

0%

5%

10%

0

500

1,000

1,500

2018 2019 2020 2021 2022 2023

予測

■ ■
（千㎡ ）

中京圏の空室率と需給バランス予測

2.5%

12.3%

0%

5%

10%

15%

0

500

1,000

2018 2019 2020 2021 2022 2023

予測

■
（千㎡ ）

（年 ） （年 ） （年 ）

再契約 新規契約

第12期
契約満了

第13期
契約満了

第14期
契約満了

契約更改の状況 稼働率の推移■

第14期
期中平均

予想

99.6%

第13期
期中平均

予想

99.8%

＋0.9pt

第12期
期中平均

予想

97.6%

実績

98.5%
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ESGへの取組みの更なる強化

-3. ESGへの取組み1

今後の検討事項

グリーン電力化の推進

2022年10月より、首都圏において保有するマルチテナント対応型7物件の共用部のグ
リーン電力化を開始し、専有部においてもテナント要望に応じてグリーン電力を供給できる
体制を整えていきます。加えて2023年4月以降、関西圏、中京圏においても順次共用
部のグリーン電力化を予定しています。（2023年4月時点見込み計11物件）
また、太陽光発電設備を追加設置し、発電されたグリーン電力の自家消費及び他の保
有物件への電力託送の実施スキームについても現在検討・検証を進めています。

第12期における環境KPI進捗

グリーンビルディング認証比率 目標値 第11期末時点 第12期末時点

物流不動産 95%以上を維持
95.9％

（18/19物件）
96.3％

（21/22物件）

ポートフォリオ全体 90％以上を維持
91.7％

（18/21物件）
92.5％

（21/24物件）

各種KPI進捗■

第12期取得3物件は全てグリーンビルディング認証取得済、LED照明設置済であり、
既存物件でのLED照明への交換工事や、新規契約におけるグリーンリース導入等により、
環境KPIは目標に向けて順調に進捗しています。
その詳細については第2回ESGレポートに記載しています。
今後も環境KPIの目標達成に向けた各種取組みを強化していきます。

LED導入比率

オーナー管理分 2023年までに100%
88.0％※1※2

（参考：8/12物件）
91.6％※1※2

（参考：13/15物件）

テナント管理分 2030年までに100％
79.5％※1

（参考：13/21物件）
83.6％※1

（参考：16/24物件）

※1 本投資法人の保有物件について、各物件の準共有持分を考慮した延床面積に基づいて、算出しています。

※2 本投資法人の保有物件のうち、オーナー管理分のないシングルテナント対応型物件は母数から除いて算出

しています。

※3 本投資法人の保有物件について、各物件の準共有持分を考慮した賃貸面積に基づいて、算出しています。

グリーンリース導入比率

ポートフォリオ全体
2025年までに75%以上
2030年までに90%以上

22.0%※3 23.1%※3

MFLP八千代勝田台 MFLP大阪ⅠMFLP平塚Ⅱ

ESG関連指数への組入れ■ 定量的シナリオ分析■

7/15物件

2022年10月見込み

11/15物件

2023年4月見込み

0/15物件

2022年7月時点

三井
不動産

MFLP
保有
物件

専有部

グリーン電力化
包括協定

共用部

グリーン電力
供給開始予定

首都圏：2022年10月～
関西圏：2023年4月～
中京圏：2023年4月～

グリーン
電力

通常の
電力

電力会社

グリーン
電力

通常の
電力

主な電力供給イメージ図■

マルチテナント対応型物件共用部におけるグリーン電力化比率の推移■
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LTVマネジメントと安定した財務運営の推進

LTVマネジメント

-4. 財務戦略1

LTV

取得余力(LTV50%時)

平均調達金利

有利子負債合計

平均調達期間(長期のみ)

金利固定化比率(長期のみ)

長期発行体格付(JCR) AA(安定的) ※本資料の日付現在

コミットメントライン

33.1%

1,000億円

0.34%

974億円

7.8年

100%

2022年1月期末
(第11期末）

80億円

-

第12期取得物件取得
に伴う借入

-

0.41%

286億円

8.9年

100%

-

36.5%

910億円

0.37%

1,239億円

8.1年

100%

2022年7月期末
(第12期末)

80億円

2023年1月期末
(第13期末)(予想)

35.8%

950億円

1,195億円

-

8.2年

98.3%

100億円

サステナビリティファイナンス2022年8月および9月に、過去に物件を取得した際の借入金のリファイナンス資金
として、本投資法人初のグリーンローンによる借入を実施。

■グリーンローン

対象適格資産

グリーン適格クライテリア

ESGファイナンス

2021年2月にサステナビリティボンドを第1回債として発行。

■サステナビリティボンド

対象適格資産

ソーシャル適格
クライテリア

MFLP茨木MFLP川口Ⅰ

グリーン適格
クライテリア

GLP・MFLP市川塩浜

MFLP久喜MFLP堺

引き続き、
ESGファイナンスによる
資金調達を通じ、
ESG に配慮した
資産運用を推進

他6物件

グリーン適格
クライテリア

金融機関名 金額 年限

みずほ銀行 4億円 10年

農林中央金庫 5億円 7年

日本生命保険 5億円 9年

三井住友銀行 20億円 11年

名称 金額 年限

第1回投資法人債 30億円 10年
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2021年7月期(第10期)実績 2022年1月期(第11期)実績 2022年7月期(第12期)実績

物件取得及び安定運用による継続的な分配金成長の実現

1 -5. 分配金成長

物件数 21物件 24物件 24物件 24物件

7,816円

8,353円

+6.9%

一口当たりNAV*の増大

1口当たりNAV 450,386円

2017年1月期末
(第1期末）

273,318円

2022年7月期末
(第12期末） 投資口価格の

更なる安定化と
NAV向上を目指します

1口当たりNAV 年平均成長率 +9.5%

5th PO

MFLP八千代
勝田台他2物件

取得価格
446億円

7,895円

8,396円

+6.3%

2023年1月期(第13期)予想 2023年7月期(第14期)予想

減少要因

アップサイド
を目指す。

太陽光発電等の季節要因、
第12期取得3物件の
固都税費用化等。

年平均成長率 ＋9.0％

21物件

＊詳細につきましては、P.47～48の本資料の記載事項に関する注記【運用ハイライト】をご参照ください。

8,263円

第12期にMFLP八千代勝田台、MFLP平塚Ⅱ及びMFLP大阪Ⅰ
を取得すると共に、引き続き安定運用を継続した結果、

継続的な分配金成長を実現。
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1

（単位：百万円）

第11期実績
（a）

第12期予想
(2022/3/15)

第12期実績
（b）

差異
（b）ー（a）

営業収益 9,502 10,410 10,607 1,105

営業費用 5,531 6,114 6,148 617

うち 減価償却費
（物件に関するもののみ）

2,372 2,701 2,708 335

営業利益 3,971 4,296 4,459 487

営業外収益 1 - 0 △0

営業外費用 230 294 293 62

経常利益 3,742 4,001 4,166 424

当期純利益 3,741 4,000 4,165 424

1口当たり分配金
(DPU)(円)

7,895 8,352 8,353 458

うち1口当たり
利益分配金(EPU)(円)

6,902 6,945 7,231 329

うち1口当たり
利益超過分配金（円）

993 1,407 1,122 129

うち1口当たり
一時的利益超過分配金（円）

(0) (209) (0) (0)

減価償却費に占める
利益超過分配の割合

22.7% 30.0% 23.9% -

差異の主な内訳

第12期（2022年7月期） 実績

-6. 損益計算書①

営業収益

第12期取得物件（MFLP八千代勝田台・MFLP平塚Ⅱ

・MFLP大阪Ⅰ）による増収

太陽光発電設備賃料の増加（第12期取得物件除く）

既保有物件一部区画の契約更改等に伴う減収

その他営業収益の増加

+1,224

+66

△242

+57

営業外費用

支払利息

その他営業外費用の増加

+54

+8

+447

+46

△69

+111

＋81

営業費用

第12期取得物件（MFLP八千代勝田台・MFLP平塚Ⅱ

・MFLP大阪Ⅰ）による増加
第10期取得物件（MFIP印西Ⅱ）の固都税費用化

修繕費の減少（第12期取得物件を除く）

資産運用報酬の増加

その他営業費用の増加
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-6. 損益計算書②1

第13期（2023年1月期） 業績予想

（単位：百万円）

第12期実績
（a）

第13期予想
（b）

差異
（b）ー（a）

営業収益 10,607 10,864 257

営業費用 6,148 6,398 249

うち 減価償却費
（物件に関するもののみ）

2,708 2,730 21

営業利益 4,459 4,466 7

営業外収益 0 - △0

営業外費用 293 286 △6

経常利益 4,166 4,180 13

当期純利益 4,165 4,179 13

1口当たり分配金
(DPU)(円)

8,353 8,396 43

うち1口当たり
利益分配金(EPU)(円)

7,231 7,255 24

うち1口当たり
利益超過分配金（円）

1,122 1,141 19

減価償却費に占める
利益超過分配の割合

23.9% 24.1% -

差異の主な内訳 第14期予想

10,784

6,442
※

2,737

4,341

-

278

4,062

4,061

8,263

7,052

1,211

25.5%

FFO ＝ 当期純利益 ＋ 減価償却費等 …①

配当原資 ＝ ① FFO × 70％ …②

一口当たり
分配金

＝ ② 配当原資 ÷ 発行済投資口数

＜ご参考＞
FFOベース１口当たり分配金 算定式＊

＊詳細につきましては、P.47～48のの本資料の記載事項に関する注記【FFOを基準とした金銭分配の算定方法】をご参照ください。

+77

+107

+37

+26

営業外費用

支払利息

その他営業外費用の減少

+9

△16

営業収益

既保有物件一部区画のリースアップ等による増収

水光熱収益の増加

太陽光発電設備賃料の減少

その他営業収益の減少

+229

＋135

△68

△39

営業費用

修繕費の増加

水光熱費用の増加

資産運用報酬の増加

その他営業費用の増加

※第12期取得物件（MFLP八千代勝田台・MFLP平塚Ⅱ・MFLP大阪Ⅰ）
に係る固都税（121百万円）を含みます。
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MEMO
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2.本投資法人の成長戦略

15
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2

外部成長

グループネットワークを

活用したリーシング力

三井不動産
ロジスティクスパーク投資法人

開発保有

マネジメント

戦略的
パートナーシップ

安定運用
進化したソリューション型

アセットマネジメント

投資主価値の最大化 物流施設事業の拡大

三井不動産との戦略的パートナーシップ構築による投資主価値の最大化

基本戦略及び4つのロードマップ

CRE戦略による開発用地ソーシング力
総合ディベロッパーの物件開発力

内部成長
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第15期以降

資産規模拡大をメインドライバーとした着実な分配金成長

第14期

761億円

2,840
億円

資産規模の
更なる拡大を
目指す

第1期末

第1期

24.5％

755億円

9物件

第1期末

第9期末

1口当たりNAV

31.0％

第9期

7,283円

第9期末

20物件

2,824
億円

第4回公募増資

2020年9月

第10期末

第10期

7,816円

第13期第12期第1期－第11期

33.6％

借入等による取得
2021年3月

21物件

2,976
億円

第10期末

中長期的
巡航LTV水準

40～50％

投資口の
流動性向上を

目指す

第11期末

7,895円

33.1％ 35.8％

3,327
億円

5,000
億円

中期
資産規模目標・・・・・

・・・・・

・・・・・

・・・・・

389,732円 407,663円273,318円

5,198円

30.2％

第8期

6,977円

第8期末

2,544
億円

第8期末

352,401円

18物件

2,050
億円

資産規模

LTV

分配金(DPU)

時価総額*

優先情報提供
対象物件を中心に

継続的な物件取得

取得資産規模に応じた

最適な資金調達と
LTVマネジメント

レバレッジ効果等による
継続的な

分配金成長

公募増資等を通じた

時価総額の拡大

主要インデックスへの
組入れ

950億円1,000億円970億円1,090億円取得余力(LTV50%時) 820億円

第11期
第13期(予想)

第5回公募増資
2022年1月

8,353円

36.5％

910億円

第12期

24物件

3,422
億円

第12期末

3,012
億円

8,396円

上場来 年平均成長率 +28.7%

年平均成長率 ＋9.0％

第12期末
（2022年7月末）

第13期末(予想)
（2023年1月末）

3,067
億円

423,819円

第11期末

2 基本戦略及び4つのロードマップ

成長余力

＊詳細につきましては、P.47～48の本資料の記載事項に関する注記【基本戦略及び4つのロードマップ】をご参照ください。

35.9％

940億円

第14期(予想)

8,263円

第14期末(予想)
（2023年7月末）

450,386円

年平均成長率 +9.5%

2023年度以降2022年度2016年度 – 2021年度
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三井不動産は、CRE戦略によりロケーション、クオリティに優れた開発を拡大

2

2012

年度

2013

年度

2014

年度

2015

年度

2016

年度

2017

年度

2018

年度

2019

年度

2020

年度

2021

年度

2022

年度

2023

年度以降
（予定）

三井不動産
「物流施設事
業部」
設立

MFL
上場

2019年11月時点累計投資規模

40棟 5,700億円＊

2022年4月時点 累計投資規模

53棟 7,000億円＊

-1. 外部成長戦略（資産規模の拡大）①

三井不動産の開発・運営物件*の伸長イメージ

＊詳細につきましては、P.47～48の本資料の記載事項に関する注記【三井不動産の主要な開発・運営物件】をご参照ください。

（予定）

顧客企業の多様なCREニーズ

企業物流の再構築

CRE戦略提案

不動産売却等

CRE戦略による開発用地ソーシング力

三井不動産
「ロジスティクス本部」

に移行

ロケーション、クオリティに優れた三井不動産の物件開発例

基本スペック

敷地面積約82,600㎡の4階建て
MFLPで、免震構造を採用するほか、
車番認証システムの導入や過積載
予防のトラックスケールの設置な
ど業界トップレベルの施設スペッ
クとなっています。

MFLP市川塩浜Ⅱ■

• 延床面積約16.6万㎡の業界最大級物流施設
• 充実の共用空間による多様な働き方に配慮したワークプレイスの提供
• 脱炭素社会の実現に向けた環境配慮への取組み

外観

充実したワークプレイス

海を一望できるデッキテラスやカ
フェテリアラウンジといった解放
感あふれる共用部や娯楽室を設け
ることで様々なコミュニケーショ
ン創出の場を提供しています。

環境配慮への取組み

太陽光発電により共用部使用電力
の100％をグリーン電力化するほ
か、周辺地域の生態系保全に向け、
再生緑地（グリーンインフラ）を
敷地内に設けています。

遊休地の活用
BSのスリム化

（オフバランス化）
企業インフラの開発

グローバル展開
（海外拠点の構築）

車番認証システム

デッキテラス 娯楽室

バードパス（ の水 み場）

バードパス（ の水 み場）

 地の 成

 地の 成
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竣工済
91万㎡

未竣工
12万㎡

三井不動産の物流施設事業の成長力及び豊富なパイプラインを活用した安定的成長

三井不動産の主要な開発・運用実績 53棟7,000億円 総延床面積420万㎡

既保有物件 優先情報提供対象物件

MFLP横浜大黒

GLP・MFLP市川塩浜

MFLP八潮

MFLP久喜

MFLP船橋西浦

MFLP厚木

MFLP柏

MFLP福岡Ⅰ

MFLP平塚

MFLP小牧

MFLP稲沢

MFLPつくば

MFLP厚木Ⅱ MFLP川口I

MFLP茨木

MFLP堺

MFLPプロロジスパーク川越

MFLP広島I

MFIP印西

MFLP船橋Ⅱ

MFLP平塚Ⅱ

MFLP横浜港北

MFLP 栖

MFLP船橋ⅢMFLP所沢

MFLP大阪交野

MFIP印西Ⅱ

MFLP日野

75%
MFLP船橋Ⅰ

MFIP羽田

MFLP川崎Ⅰ

MFLP立川立飛

MFLP海老名Ⅰ

東京レールゲート EAST

2019年度竣工

2019年度竣工

2022年度竣工

2022年度竣工

MFLP新木場Ⅱ

MFLP東名綾瀬

MFLP弥富木曽岬

2022年度竣工

2020年度竣工

MFLP平塚Ⅲ

三井不動産開発・運営物件
24物件 142万㎡ 3,422億円

リーシング済 リーシング済

MFLP・SGリアルティ
福岡粕屋

2016年度竣工竣工済竣工済

2022年度竣工

MFLP八千代勝田台

MFLP大阪Ⅰ

2023年度竣工

11物件 104万㎡

50%

2023年度竣工

第12期取得

第12期取得

第12期取得

2 -1. 外部成長戦略（資産規模の拡大）②

リーシング済 竣工済

MFLP座間

2023年度竣工

（仮称）大阪市此花区
酉島物流施設

2023年度竣工 その他 データセンター
1物件

海外
2物件

…

MFLP名古屋岩倉

2024年度竣工

MFLP仙台名取Ⅰ

2024年度竣工

MFLP一宮

2025年度竣工

MFLP三郷

2025年度竣工

60%

MFLP市川塩浜Ⅱ

2020年度竣工

50%

リーシング済 竣工済

リーシング済 竣工済

竣工済リーシング済 竣工済

リーシング済 竣工済

2022年度竣工

MFLP新木場Ⅰ

MFLP海老名南

2024年度竣工

Newリーシング済
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-1. 外部成長戦略（資産規模の拡大）③ロケーションへのこだわり

エリア分散を活かした質の高いポートフォリオの構築

3
1

首都エリア

2

L-XX 物流不動産物件番号

I-XX インダストリアル不動産
物件番号

凡例

物流不動産保有物件

インダストリアル不動産
保有物件

優先情報提供
対象物件

三井不動産開発物件

三井不動産の
戦略エリア
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エリア分散を活かした質の高いポートフォリオの構築

3
2

■立地の分散が効いたポートフォリオ ■交通結節点へのアクセスに優れた立地 ■従業員の通勤利便性を考慮した立地

首都エリア
55.3％

関西エリア
30.6％

湾岸
10.3％

国道16号
16.4％

外環道
8.9％

圏央道
19.7％

中京エリア
7.8％

広島エリア
4.6％

首都・関西
エリア

86.0％

九州エリア
1.7％

投資対象エリア

1km以上3km未満
35.0％

5km未満

91.7％

1km未満
20.7％3km以上5km未満

35.9％

5km以上
8.3％

高速ICまでのアクセス距離
バス利用

20分超30分以内
2.5％

徒歩圏内/
バス利用
20分以内

97.5％

徒歩
20分超25分以内

2.8％

徒歩20分以内
34.3％

バス利用
20分以内
60.5％

最寄駅へのアクセス時間

※上記各円グラフに記載の比率は、本投資法人の保有物件(MFIPを除きます。)について、各物件の取得価格に基づいて記載しています。

広島エリア

2 -1. 外部成長戦略（資産規模の拡大）③ロケーションへのこだわり

東北エリア

中京エリア

九州エリア

関西エリア
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-1. 外部成長戦略（資産規模の拡大）③ロケーションへのこだわり

本投資法人の保有物件、優先情報提供対象物件及び三井不動産開発物件の立地の優位性

東京駅

※人口分布については「国土数値情報(1kmメッシュ別将来推計人口(H30国政局推計)データ)」(国土交通省)を加工して作成しています。

首都エリア 関西エリア

2 3
3

：優先情報提供対象物件

：三井不動産開発物件

0～5,000人

5,001～10,000人

10,001人～

人口分布（人/k㎡）：物流不動産保有物件

：インダストリアル不動産保有物件
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概ね 10,000㎡ 以上

先進的物流施設の基本スペック

大規模

[延床面積 ]

＆ Worker

＆ Community

有効天井高
5.5m以上

柱間隔 10m以上
床荷重 1.5t/㎡以上

倉庫スペース 免震構造の採用 非常用発電機防災

•免震 / 耐震
•非常用発電
•被災度判定システム

等対応

高機能

10m 以上[ 柱 間 隔 ]

5.5m 以上[有効天井高]

1.5t/㎡ 以上[ 床 荷 重 ]

＆ Tenant

＆ Earth

三井不動産クオリティ

三井不動産が総合デベロッパーとして培った様々なノウハウを物流施設にも応用した
「三井不動産クオリティ」を備えた、先進的物流施設に投資

■

■

■ ■

■ 築浅のポートフォリオ※2

ポートフォリオにしめる
三井不動産開発物件※2

93.9％

※1 写真はイメージであり、MFLP及び各保有物件は、上記の標準仕様及び特徴のすべてを備えているものではありません。
※2 上記各円グラフに記載の比率は、本投資法人の保有物件について、各物件の準共有持分を考慮した延床面積に基づいて記載しています。

■

■

平均
築年数

5.8年

7年超
10年以内
28.3％

10年超6.1％ 1年超
3年以内
21.9％

3年超
7年以内
43.7％

MFLP堺
MFLP堺 MFLP柏

MFLP八千代勝田台 MFLP八千代勝田台 MFLP茨木 MFLP広島Ⅰ

MFLP八千代勝田台 MFLP大阪ⅠMFLP川口ⅠMFLP日野

無人売店 カフェテリア 通勤用シャトルバス シェアサイクル

LED照明太陽光パネル災害時用かまどベンチ保 施設

2 -1. 外部成長戦略（資産規模の拡大） ④クオリティへのこだわり
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立地特性とテナントニーズを踏まえて開発された「MFLP」と「MFIP」を取得することにより、
バランスのとれたポートフォリオを構築し、成長性と安定性を確保

※1 「その他」とは、賃借人からの開示の承諾が得られていないため、本資料において、当該物件がマルチ又はシングルのいずれに該当するかについての開示を行うことが出来ない物件をいいます。

※2 上記各円グラフに記載の比率は、本投資法人の保有物件について、各物件の取得価格に基づいて記載しています。

■ ■

マルチその他※1

マルチ マルチ マルチ マルチ マルチ マルチ

シングル マルチ マルチ マルチ マルチ マルチ シングル

シングル シングル シングル

シングルシングル

マルチ シングル

投
資
比
率
８
０
％
以
上

投
資
比
率
２
０
％
以
下

物
流
不
動
産

イ
ン
ダ
ス
ト
リ
ア
ル
不
動
産

配
送
ニ
ー
ズ

保
管
ニ
ー
ズ

マ
ル
チ
テ
ナ
ン
ト
対
応
型

シ
ン
グ
ル
テ
ナ
ン
ト
対
応
型

デ
ー
タ
セ
ン
タ
ー
等

長
期
B
T
S
型
中
心

ス
ロ
ー
プ
型
Ｍ
Ｆ
Ｌ
Ｐ

ラ
ン
プ
ウ
ェ
イ
型
Ｍ
Ｆ
Ｌ
Ｐ

ボ
ッ
ク
ス
型
Ｍ
Ｆ
Ｌ
Ｐ

Ｍ
Ｆ
Ｉ
Ｐ

（
三
井
不
動
産
イ
ン
ダ
ス
ト
リ
ア
ル
パ
ー
ク
）

MFLP川口Ⅰ MFLP広島Ⅰ MFLP厚木Ⅱ MFLP稲沢 MFLP小牧 MFLP久喜 MFLP厚木

MFLP茨木 MFLPプロロジスパーク
川越

MFLP堺 MFLP日野 GLP・MFLP市川塩浜 MFLP横浜大黒

MFLP福岡Ⅰ MFLPつくば MFLP平塚 MFLP八潮 MFLP船橋西浦 MFLP柏

MFIP印西Ⅱ MFIP印西

物件タイプ別比率※2 テナントタイプ別比率※2

ボックス型MFLP
16.6％ランプウェイ型

MFLP
39.6％

スロープ型MFLP 
35.9％

データセンター
8.0％

マルチ 65.0％

その他※1

2.1％

BTS 8.0％

シングル
25.0％

BTS BTS

MFLP八千代勝田台 MFLP大阪Ⅰ

MFLP平塚Ⅱ

2 -1. 外部成長戦略（資産規模の拡大） ⑤バランスへのこだわり
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第13期

（23/1）

第14期

（23/7）

第15期

（24/1）

第16期

（24/7）

第17期

（25/1）

第18期

（25/7）

第19期

（26/1）

第20期

以降

96.7

%

日立物流首都圏

ナカノ商会

日本ロジテム

大手衣料品製造小売業

丸紅ロジスティクス

佐川グローバルロジスティクス

日本通運

サンゲツ

サン都市建物
ダイワコーポレーション国分首都圏

KDDI
三井倉庫ロジスティクス

ミスミ
ビックカメラ
イー・ロジット
メイコン
楽天

東日本急行
JA三井リース建物

その他

グループの顧客ネットワークを活用した中長期的なテナントリレーションによる安定した運用

賃貸借契約満了時期の分散状況

リーシングにおける三井不動産グループの
顧客ネットワークの有効活用

三井不動産とリレーションのある多数のテナントが入居

いずれの契約形態であっても、
物流企業及び荷主に直接営業が可能

賃貸借
契約

賃貸借
契約

物流業務
委託契約

荷主物流企業
（3PL事業者等）

荷主

物流施設保有者

三井不動産グループの幅広い顧客ネットワークを最大限活用

オフィスビル事業
顧客ネットワーク

約3,000社

商業施設事業
顧客ネットワーク

約2,400社

有力3PL事業者との
強固なリレーション

出所：三井不動産2022年3月期決算開示資料

平均賃貸借期間* 8.6年

平均残存賃貸借期間* 4.2年約80社

※テナント数は賃貸借契

約の合計を記載しており、

MFIPは含みません。

※

テナントの分散状況 賃貸借契約の状況

316

42

132

64

29

547(千㎡)

※上記グラフは、2022年7月31日時点締結済賃貸借契約に基づいた賃貸面積ベース（MFIPを除きます。）の数値です。

賃貸借契約満了時期の分散状況の第12期以前の数値は当該期中に契約満了を迎えたすべての賃貸借契約の賃貸面積ベースの数値です。

2 -2.内部成長戦略①

48

167 166

実績未更改

再契約

新規契約

契約更改済

0.2%

～～ ～～
550

100%

66.7%

33.1%

92.3%
7.7%

129

53.0%

47.0%

181

＊詳細につきましては、P.47～48の本資料の記載事項に関する注記【内部成長戦略】をご参照ください。
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三井不動産グループによるソリューション型アセットマネジメントの進化

物流企業を取り巻く課題

配送コスト先高感 自動化対応

オペレーション効率化

人手不足BCP対応等

• 自動化・省力化等に関する先進的なICT関連商品による
ソリューション提供

• 入居企業の人員確保に向けたコンサルティングサポート
• ３PL事業者と荷主のマッチング
• 最新ICT技術も活用した館内従業者の快適な労働環境整備
• 入居企業のESG推進に貢献する取り組みの実施

三井不動産グループによる

ソリューション型

アセットマネジメントの具体例

本投資法人

アセットマネジメントプランのポイント

■

ICT技術を活用し、倉庫内業務の効率化及び従業員満足度の向上を目指した
サービス提供に取り組み、入居企業の雇用確保やESG推進に貢献します。

ビーコン

顔認証 人感センサー付LED照明

広角レンズカメラ

最新ICT技術を活用したサービス提供

入居企業さまのニーズに対応する専門ソリューション提案力の強化

■

倉庫内のICT活用による業務効率化

MFLP ICT LABO 2.0

倉庫ロボットのサブスクリプションサービス「Roboware」や、シェアリング倉庫サービス
「WareX」を提供し、倉庫産業のDX化を目指す共同事業Gaussyへ出資参画

•物流ICT体験型ショールーム
入庫から出庫まで最先端ICT機器により自動化した
ライン（フルオートメーション物流モデル）での展示。

•倉庫内物流の自動化・省力化ソリューション提供
人手不足等、物流業界の深刻な課題に対し、
専門的ソリューションを提供し、入居企業さま及び
入居検討企業さまの課題を解決。

展示機器の一例

オートフォーク 入荷・出荷 オートストア 格納・保管開梱・封緘双腕ロボ 梱包

物流課題解決に向けたベンチャーとの共同

ビッグデータを活用しドライバー不足等の物流課題を解決する情報プラットフォーム
「MOVO」を運営する株式会社Hacobuと業務提携

共同事業Gaussyへの出資参画

荷主

物流企業
（3PL事業者等）

※画像はイメージです。

ネット予約 電話予約

フィットネス カフェテリア

トイレ
パウダールーム

混雑状況の
見える化

ICT化による従業員サービスの向上

施設使用の
クラウド予約管理

2 -2.内部成長戦略②

株式会社Hacobuとの業務提携



26

グループビジョン「 」のもと、社会・経済の発展と地球環境の保全に貢献

本資産運用会社のESG推進

三井不動産ロジスティクスパーク投資法人が資産運用業務を委託する三井不動産ロジ
スティクスリートマネジメント株式会社は、「ESG（環境・社会・ガバナンス）に関する方
針」を2017年11月に制定し、三井不動産との連携のもと、ESG課題への取組みを
日々実践しています。

三井不動産グループでは、グループのロゴマークである「 」マークに象徴される「共生・共
存」「多様な価値観の連繋」「持続可能な社会の実現」の理念のもと、グループビジョンに
「 」を掲げ、社会・経済の発展と地球環境の保全に貢献しています。
「 」は、三井不動産グループの街づくりが常に地球とともにあることを認識し、
人と地球がともに豊かになる社会をめざしていることを表しています。

三井不動産グループの

ESG理念を共有

持続可能な社会の

実現に向けた

ステークホルダーへの配慮

MFLPを中心とした

エネルギー効率の高い

ポートフォリオの構築

本資産運用会社は三井不動産グループの一員として三井不動産のESG理念を共有す
るとともに、MFLPを中心としたエネルギー効率の高いポートフォリオを構築することで、持続
可能な社会の実現に向けたステークホルダーへの貢献を推進していきます。

三井不動産グループとのESG理念の共有

三井不動産グループのESG理念

2 -3.ESGへの取組み①三井不動産グループの経営理念の共有

サステナビリティ推進委員会

【構成員】

・委 員 長 取締役社長 (サステナビリティ最高責任者)

・常任委員 投資運用本部長(サステナビリティ執行責任者)

・常任委員 財務本部長

・事務局

サステナビリティ推進分科会

指示

上程

ESG（環境・社会・ガバナンス）に関する方針

サステナビリティ推進体制規程

サステナビリティ推進委員会規程

気候変動・レジリエンスポリシー

温室効果ガス排出削減に関するポリシー

省エネルギーに関するポリシー

サステナブル調達ポリシー

EMS(エネルギーマネジメントシステム)運用マニュアル

社会への配慮と対応 ガバナンスへの配慮と対応環境への配慮と対応

■体制図

■ESGに関するポリシー及び規程

投資クライテリア等検討分科会

LM連携分科会

開示分科会

ヒューマンキャピタル分科会
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積極的なグリーンビルディング認証の取得と地球環境の保全に向けた取組み

Environment

積極的にグリーンビルディング認証を取得しており、物流不動産における

グリーンビルディング認証取得実績は96.3％、ZEB認証
*
取得実績は54.1％です。

太陽光パネル年間発電量
（2021年実績）

18.9 GWh
*

（12物件）

太陽光パネルの設置やLED照明の導入など、効率的なエネルギー利用を推進し、
省エネルギーを通じたCO₂排出削減の取組みに努めています。

環境に配慮したグリーンビルディング

環境負荷の低減への取組み

MFLP茨木

■太陽光パネルの設置

環境KPIのモニタリング
環境KPIに対する最新の実績及び進捗状況は概ね順調であり、

今後も環境負荷の低減への取組みを推進することで達成を目指します。

2 -3.ESGへの取組み②環境への配慮と対応

＊詳細につきましては、P.47～48の本資料の記載事項に関する注記【ZEB認証】【太陽光パネル年間発電量】をご参照ください。

※1 本投資法人の保有物件について、各物件の準共有持分を考慮した延床面積に基づいて、算出しています。

※2 本投資法人の保有物件について、各物件の準共有持分を考慮した賃貸面積に基づいて、算出しています。

各種環境イニシアティブへの賛同
本資産運用会社は、企業等に対して気候変動関連リスクと機会に関する情報開示を推
奨する気候関連財務情報開示タスクフォース「TCFD」の提言に賛同しています。また、
TCFDに賛同している日本企業が集う「TCFDコンソーシアム」の会員として活動しています。
また、2022年度から「JCI気候変動イニシアティブ」へ賛同し、気候変動に関連した財務
情報開示のフレームワーク策定に向け活動しています。

2016年（基準年） 2021年

建物全体（Scope1・2・3）
0.017

2030年までに30%削減
0.016

（7.8%削減）

オーナー管理分（Scope1・2）
0.060

2030年までに100%削減
0.048

（19.8%削減）

テナント管理分（Scope3）
0.014

2030年までに24%削減
0.014

（2.3%削減）

CO2排出原単位（t-CO₂/㎡）

目標値 2022年7月31日時点

オーナー管理分 2023年までに100% 91.6％※1

テナント管理分 2030年までに100％ 83.6％※1

LED照明の導入比率

目標値 2021年

物流不動産 2030年までに70%以上 70.1%

廃棄物リサイクル率

※上記の各データについては、データセンター（インダストリアル不動産）に係る守秘義務契約等の関係
により、インダストリアル不動産を開示対象から除外しています。

目標値 2022年7月31日時点

ポートフォリオ全体
2025年までに75%以上
2030年までに90%以上

23.1%※2

目標値 2022年7月31日時点

物流不動産 95%以上を維持 96.3％

ポートフォリオ全体 90％以上を維持 92.5％

2016年（基準年） 2021年

物流不動産
0.07

基準年より増加させない
0.07

（維持）

水使用原単位（㎥/㎡）

グリーンリース導入比率

グリーンビルディング認証比率

■

■

■

■

■

■

LED照明の導入比率
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様々なステークホルダーへの継続的な取組み

スポンサーである三井不動産のノウハウを生かし、テナントや施設利用者、周辺環境、地域コミュニティといったステークホルダーに配慮し、健康で働きやすく、

安全な環境を確保するための取り組みを進めています。

-3.ESGへの取組み③社会への配慮と対応

ステークホルダーへの取組み

Social

障がい者支援団体（グループハッピースマイル）との連携

NPO団体 グループハッピースマイルとは

障がいを持った方々が自主生産された商品を、多くの方々に購入していた
だける場の企画、提供のほか、彼らが制作したアート作品を社会に紹介し、
販売していく場の企画、提供を行っている団体です。

スカイデッキ

新型コロナウィルス感染予防対策

※写真はイメージであり、MFLP及び各保有物件は、上記の標準仕様及び特徴のすべてを備えているものではありません。

障がい者支援団体（グループハッピースマイル）との連携

出張キッチンカー アート展示

NPO団体 グループハッピースマイルとは

障がいを持った方々が自主生産された商品を、多くの方々に購入していた
だける場の企画、提供のほか、彼らが制作したアート作品を社会に紹介し、
販売していく場の企画、提供を行っている団体です。

非接触エレベーターアルコール噴射機

地域貢献活動

本資産運用会社では地域の清掃活動に参画することで、従業員の地域
貢献及び環境意識向上に向けた取組みを積極的に行っています。

非常用発電機

被災時における対応

カフェテリア

保 施設の併設

2
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本投資法人及び資産運用会社は、投資主の権利に十分配慮し、投資主利益と本投資法人及び資産運用会社の利益とを合致させる

強固なリレーションシップ（信頼関係）構築のため、以下の施策を通じて適切なガバナンス体制の構築に取り組んでいます。

本投資法人における利害関係者からの資産の取得及び譲渡については、資産運用会社

において透明性のある意思決定プロセスによって決定します。 本投資法人の投資主利益と資産運用会社の利益を合致させることを目指します。

本投資法人は三井不動産から5.0％の出資を受けています。（2022年7月末時点）

一定の出資を受けることによって本投資法人の投資主と三井不動産の利益を一致させ、

相互の利益向上を図る運用を行います。

運 用 報 酬 Ⅰ 総資産額 × 0.1%（上限）

運 用 報 酬 Ⅱ
営業利益（運用報酬及び減価償却費控除前）
× 5.5%（上限）

運 用 報 酬 Ⅲ

税引前当期利益（運用報酬控除前）
× EPU（投資口１口当たり税引前当期利益（運用報酬
控除前））× 0.001%（上限）

※1 上図は、投資信託及び投資法人に関する法律第201条の2に基づき投資法人役員会の承認を要する利害関係

人等との取引に該当する場合の意思決定フローです。

※2 投資信託及び投資法人に関する法律第201条の2で定める取引について同条に定める軽微基準に該当する場合

は、本投資法人役員会による承認を省略します。

本投資法人は、投資主が投資判断を行うために必要な情報について、適時・適切に開

示を行うよう努めます。開示においては、公平・平等性の確保のために迅速かつ透明性の

ある情報開示を進め、財務情報のみならずESGに関する非財務情報に関しても開示を

進めていきます。

投資運用本部投資企画チームによる起案

チーフ・コンプライアンス・オフィサーによる承認

コンプライアンス委員会による審議及び決議

インベストメント委員会による審査及び承認

本投資法人役員会による承認

投資運用本部長が取得計画案を経営会議に上程

経営会議における審議及び決議

取締役会及び本投資法人への報告

※2

中
止
又
は
内
容
変
更
の
指
示

中
止
又
は
内
容
変
更
の
指
示

投資主利益に配慮したガバナンスの取組み

Governance

運用における利益相反対策 投資主とのリレーションシップ（信頼関係）の重視

適時・適切な情報開示、透明性の確保

■投資主利益と合致した運用報酬体系

■三井不動産による本投資法人へのセイムボート出資

本資産運用会社の職員が本制度を通して投資口を保有することにより、本投資法人の

業績向上への意識を更に高め、ひいては本投資法人の中長期的な投資主価値の向上

に寄与することを目指しています。

■投資口累積投資制度の導入

2 -3.ESGへの取組み④ガバナンスへの配慮と対応
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返済期限及び金融機関の分散が図られた安定した財務運営

有利子負債の返済状況及びレンダーフォーメーション

効率的なキャッシュマネジメント

2 -4.財務戦略

一般的に、土地価格に比べて建物価格の比率が高い等の物流施設の特性を踏まえ、安定的な分配金水準の確保及び効率的なキャッシュマネジメントを両立させる観点から、

利益超過分配を含む金銭の分配を原則として毎期継続的に行う方針です。また、新投資口の発行等の資金調達等により、1口当たり分配金の分配額が、一時的に一定程度

減少することが見込まれる場合には、1口当たり分配金の金額を平準化する目的で、一時的な利益超過分配を行うことがあります。

※上図において、「当期純利益」に不動産売却損益等は含まれません。

当期純利益※ 利益分配

利益超過分配

賃貸事業費・

販管費等

賃貸収入

70% 
目処

減価償却費

FFO

FFOの70%を目処に
分配を実施

FFOを基準とした金銭分配のイメージ■ 利益を超える金銭の分配のポイント■

分配金の水準
当面の間、当該営業期間におけるFFO（但し、不動産売却損益等を除きます。）の70%に相当する金
額を目処として算定した分配金（利益超過分配を含む）を、原則として毎期継続的に行う方針です。

長期的な建物維持管理支出の確保
各営業期間において、エンジニアリング・レポートに記載された資本的支出相当額の6ヶ月平均額の2倍以
上の金額を留保できる範囲内で、利益超過分配を実施するものとします。

財務安定性の確保
各営業期間内において、鑑定LTV※が60%を超える場合には、利益超過分配を実施しないものとします。

※鑑定LTV＝有利子負債÷(総資産-保有不動産等簿価+鑑定評価額)

：新規金融機関

三井住友銀行

みずほ銀行

三井住友信託銀行

福岡銀行

信金中央金庫
三菱UFJ銀行

農林中央金庫

みずほ信託銀行

山口銀行

三井住友海上

新生銀行

日本政策投資銀行

千葉銀行

住友生命

日本生命

七十七銀行

第四北越銀行

百五銀行

中国銀行

山梨中央銀行
りそな銀行

常陽銀行

もみじ銀行 京葉銀行

伊予銀行

山形銀行

京都銀行
投資法人債

借入先全27社
総額 1,239億円
（投資法人債含む）

第12期末

■既存借入 ■第12期取得物件取得に伴う借入 ■投資法人債

(百万円)

※2022年7月31日時点の返済期限を記載しています。

コミットメントラインは、2022年8月1日以降の極度金額を記載しています。

2023年
1月期

2023年
7月期

2024年
1月期

2024年
7月期

2025年
1月期

2025年
7月期

2026年
1月期

2026年
7月期

2027年
1月期

2027年
7月期

2028年
1月期

2028年
7月期

2029年
1月期

2029年
7月期

2030年
1月期

2030年
7月期

2031年
1月期

2031年
7月期

2032年
1月期

2032年
7月期

3,0003,000 

6,000 
5,600 

4,000 

6,600 

3,000 
3,600 

2,100 

5,600 5,600 
5,100 

5,700 
5,100 

7,500 

4,900 

6,700 

7,800 

6,700 

3,200 

1,100 800 

2,600 

300 1,200 

3,600 

2,400 

7,300 

6,800 

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000 コミットメントライン10,000百万円
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-5. 分配金成長

外部成長による高い分配金成長を今後も継続

2

MFLP小牧

借入金 1st PO

MFLP日野
他2物件

MFLPつくば

借入金 3rd PO

MFLP堺
他2物件

4th PO

MFLP茨木
MFLP川口Ⅰ

MFIP印西Ⅱ

借入金2nd PO

MFLP稲沢
他5物件

優先情報提供対象物件を中心とした質の伴った継続的外部成長資産規模の拡大

2

(4,955)
(5,142)

(5,288)
(5,497)

(5,783) (5,811)
(5,905)

(6,200)

(6,604)

(6,842) (6,902)

(7,231)
(7,255)

(7,052)

5,198 
5,346 

5,563 
5,832 

6,105 

6,496 
6,584 

6,977 

7,283 

7,816 7,895 

2017年1月期

（第1期）

2017年7月期

（第2期）

2018年1月期

（第3期）

2018年7月期

（第4期）

2019年1月期

（第5期）

2019年7月期

（第6期）

2020年1月期

（第7期）

2020年7月期

（第8期）

2021年1月期

（第9期）

2021年7月期

（第10期）

2022年1月期

（第11期）

2022年7月期

（第12期）

2023年1月期

（第13期）予想

DPU (円)

EPU (円)( )

LTV
22.5%

23.9%

30.2%
31.0%

21.6%

27.3%26.8%

29.1%

8,39633.6% 33.1%

36.5%
35.8%

5th PO

MFLP八千代
勝田台他2物件

8,263

最適な資金調達 取得資産の規模に応じた最適な資金調達及びLTVマネジメント

8,353

35.9%

継続的な
分配金成長

物件数
10物件

9物件

12物件
13物件

16物件

18物件

20物件

24物件

21物件

2023年7月期

（第14期）予想



3232

3. マーケット概要
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：三井不動産の戦略エリア

：サブマーケットエリア：空室率 0～5％未満

：空室率 10％以上

：空室率 5以上～10％未満

=100千㎡

：2021年及び2022年上半期（1-6月）における新規供給

：2021年及び2022年上半期（1-6月）における新規需要

※2022年6月末時点

マーケット概要①

首都圏

出所：シービーアールイー株式会社「物流マーケット基礎調査(2022年Q2)」(2022年8月)

※不動産投資会社及び不動産開発会社等が保有する延床面積5,000㎡以上の賃貸型物流施設が調査対象です。

神奈川
内陸エリア

16号エリア

成田エリア

八王子エリア

関越道
/圏央道エリア

千葉内陸エリア

首都圏
湾岸エリア

外環道エリア

東北道
/圏央道エリア

新規供給 新規需要 空室率 空室率（竣工1年以上）

需給バランスと空室率 3
1

3 -1. マーケット概要

0%

3%

6%

9%

12%

15%

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023

千㎡

（年）

1.0%

3.1%

0%

6%

12%

18%

0

300

600

900

1,200

Q3 

7-9月

Q4 

10-12月

Q1

1-3月

Q2

4-6月

Ｑ3

7-9月

Ｑ4

10-12月

Q1

1-3月

Q2

4-6月

千㎡

2020年 2021年

予測

2022年

：物流不動産保有物件 ：インダストリアル不動産保有物件 ：三井不動産開発物件
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：三井不動産の戦略エリア

：サブマーケットエリア

=100千㎡ ※2022年6月末時点

：2021年及び2022年上半期（1-6月）における新規供給

：2021年及び2022年上半期（1-6月）における新規需要

：空室率 0～5％未満

：空室率 10％以上

：空室率 5以上～10％未満

マーケット概要①

新規供給 新規需要 空室率 空室率（竣工1年以上）

大阪圏

需給バランスと空室率 3
2

3 -1. マーケット概要

0.6%

1.6%

0%

6%

12%

18%

0

250

500

750

Q3 

7-9月

Q4 

10-12月

Q1

1-3月

Q2 

4-6月

Q3 

7-9月

Q4 

10-12月

Q1

1-3月

Q2

4-6月

0%

3%

6%

9%

12%

15%

0

500

1,000

1,500

2,000

2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023

千㎡

予測
千㎡

（年）

2020年 2021年 2022年

出所：シービーアールイー株式会社「物流マーケット基礎調査(2022年Q2)」(2022年8月)

※不動産投資会社及び不動産開発会社等が保有する延床面積5,000㎡以上の賃貸型物流施設が調査対象です。

：物流不動産保有物件 ：三井不動産開発物件

大阪内陸エリア

その他エリア

大阪湾岸
/神戸エリア
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マーケット概要①

九州圏

新規供給 新規需要 空室率 空室率（竣工1年以上） ：三井不動産の戦略エリア

中国圏

【凡例】

中京圏

需給バランスと空室率 3
3

3 -1. マーケット概要
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2.5%

12.3%
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10-12月
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Q2 
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千㎡

千㎡

（年）

予測 千㎡

（年）

予測

0.0%
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12%

18%

0

50

100
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10-12月
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4-6月

Q3 

7-9月

Q4 

10-12月

Q1

1-3月

Q2

4－6月

千㎡
予測

千㎡

（年）

2020年

3.2%

0%
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6%

9%

12%

15%

18%

0

25

50

75

100

Q3 

7-9月

Q4 

10-12月

Q1

1-3月

Q2

4-6月

Q3 

7-9月

Q4 

10-12月

Q1

1-3月

Q2

4-6月

千㎡

2021年

0%

10%

20%

30%

0

50

100

150

200

2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023

2022年 2020年 2021年 2022年 2020年 2021年 2022年

出所：シービーアールイー株式会社「物流マーケット基礎調査(2022年Q2)」(2022年8月)

※不動産投資会社及び不動産開発会社等が保有する延床面積5,000㎡以上の賃貸型物流施設が調査対象です。

三井不動産開発物件物流不動産保有物件
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マーケット概要②

百万㎡

（年）

物流施設の長期着工データ（全国）
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出所：シービーアールイー株式会社「物流マーケット基礎調査(2021年Q4)」(2022年2月)
※数値は小数第1位を四捨五入しています。

※2021年12月末時点において不動産投資会社及び不動産開発会社等が保有する延床面積5,000㎡以上の賃貸物流
施設が調査対象です。

小売51%

卸売18%

物流4%

その他9%

メーカー18%

エンド
ユーザーの
業種別シェア

物流69％

その他4%
メーカー3%

卸売7%

小売17%

入居テナントの
業種別シェア

物流施設のテナント・エンドユーザー

※上図(棒グラフ)は、国土交通省総合政策局「建築着工統計調査」及び総務省「固定資産概要調書」に基づいて
シービーアールイー株式会社にて推計したものです。左図(円グラフ)は、上図を基に本資産運用会社にて作成したものです。
＊詳細につきましては、P.47～48の本資料の記載事項に関する注記【我が国の物流施設のストック分析について】をご参照ください。

（年）
（左軸）

（右軸）

出所：シービーアールイー株式会社「物流マーケット基礎調査(2022年Q2)」(2022年8月)

※使途別分類が「倉庫」で、構造形式が「鉄骨造」、「鉄筋コンクリート造」、「鉄骨鉄筋コンクリート造」の建築物の延床面積
の合計を算出したものです。

我が国の物流施設のストック分析
*

希少性の高い
先進的物流施設

築40年以上の
物流施設
41.7％

築40年未満の
物流施設
53.2％

築古物件の将来の
建替需要

（2020年12月時点）

先進的物流施設
5.1％
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築40年以上の推計値 築40年未満の推計値 先進的物流施設

築40年以上のシェア 先進的物流施設シェア

3 -1. マーケット概要

築40年超
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60,000

90,000

120,000

150,000

180,000

210,000
Eコマース市場規模

Eコマース化率

（億円）

9
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6

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

40,000

45,000

201020112012201320142015201620172018201920202021

（億円）

マーケット概要③

安定成長する3PL市場

4.5兆円

売上高

3PL事業とEコマースの市場規模拡大による
需要の高まり

出所：株式会社ライノス・パブリケーションズ「月刊ロジスティクスビジネス(LOGI-BIZ)」
（2022年9月号）

拡大するＥコマースの市場規模

出所：経済産業省「電子商取引実態調査」（2022年8月12日公表）
※金額及びパーセンテージは、Eコマース市場のうち、BtoC市場の規模を
表しています。うち、Eコマース化率の算出対象は、物販系分野のみとなります。

（年）

小売り（コンビニエンスストア/ドラッグストア）の配送拠点誘致

物流施設の複合用途としての活用

従来

店舗問屋

点在している物流拠点を配送センターとして集約

メーカー 配送センター 店舗

先進的物流施設

メーカーの物流拠点の統合

分散していた部品倉庫、流通加工センター、
完成品倉庫を１拠点に集約

従来
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小
売
店
・
消
費
者MFLP

輸送

部品倉庫 流通加工センター 完成品倉庫

コールセンター

従来の倉庫としての機能だけでなく、
さまざまな用途で活用が可能

研究・開発 オフィス

撮影スタジオ検品 点検・整備・修理

その他

etc…

ショールーム

倉庫

組立・加工

裾野広がる先進的物流施設に対する需要

メーカー

（年）

（%）
20.7兆円 統合後

集約後

8.8%

ハイパースケールデータセンターの稼働ラック数予測

データセンター市場の規模拡大

年平均成長率
（2020年~2025年）

20.5%
（台）

出所：株式会社富士キメラ総研

「データセンタービジネス市場調査総覧2021 年版《市場編》」(2021 年3月)

※2019年は株式会社富士キメラ総研が調査に基づき推定した台数を、

2020年以降は株式会社富士キメラ総研が予測した台数を記載しています。
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3 -1. マーケット概要
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出所：総務省「我が国のインターネットにおけるトラヒックの集計結果(2022年5月分)」
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＊詳細につきましては、P.47～48の本資料の記載事項に関する注記【ポートフォリオの状況】をご参照ください。
※1 「延床面積」に記載されているカッコ内の数値は持分勘案後の値です。
※2 「賃貸可能面積」に記載されている数値は持分勘案後の値です。

ポートフォリオの状況 2
1

24物件 3,422億円

取得価格合計

4.9%（償却後3.3%）

平均巡航NOI利回り

4.1%

平均鑑定NOI利回り

5.8年

平均築年数

99.9%

稼働率

区分
物件
番号

物件名称 所在地
取得価格
（百万円）

鑑定評価額*

（百万円）

巡航NOI
利回り
（％）

NOI利回り*

（%）

鑑定NOI
利回り*

（%）

延床面積*

（㎡）
賃貸可能面積*

（㎡）
築年数
（年）

稼働率
（％）

物流不動産

L-1
GLP・MFLP市川塩浜
（準共有持分50%）

千葉県市川市 15,500 19,400 4.9 4.8 3.8
105,019
（52,509）

50,813 8.5 100

L-2 MFLP久喜 埼玉県久喜市 12,500 15,200 5.7 5.2 4.3 73,153 67,925 8.1 100

L-3
MFLP横浜大黒
（準共有持分50%）

神奈川県横浜市 10,100 11,200 4.5 4.9 4.4
100,530
（50,265）

47,939 13.3 100

L-4 MFLP八潮 埼玉県八潮市 9,650 12,000 5.3 5.2 4.2 40,728 39,692 8.4 100

L-5 MFLP厚木 神奈川県愛甲郡 7,810 10,000 5.9 5.5 4.3 40,942 40,958 7.4 100

L-6 MFLP船橋西浦 千葉県船橋市 6,970 8,390 5.2 5.2 4.3 30,947 31,034 7.5 100

L-7 MFLP柏 千葉県柏市 6,300 7,810 5.6 5.4 4.3 31,242 31,291 6.7 100

L-8 MFLP堺 大阪府堺市 23,600 27,500 5.5 4.9 4.2 125,127 112,148 7.9 100

L-9 MFLP小牧 愛知県小牧市 8,260 8,930 4.8 4.8 4.4 40,597 38,806 5.5 100

L-10
MFLP日野
（準共有持分25%）

東京都日野市 12,533 13,900 4.5 4.2 3.8
205,200
（51,300）

46,801 6.8 96.8

L-11 MFLP平塚 神奈川県平塚市 7,027 8,110 4.8 4.8 4.2 33,061 33,055 5.7 100

L-12 MFLPつくば
既存棟 茨城県

つくばみらい市
8,781 11,000 5.8 5.8 4.6

37,027 37,938 12.1
100

増築棟 25,457 25,600 4.3

L-13 MFLP稲沢 愛知県稲沢市 16,200 18,400 4.9 4.9 4.3 72,883 68,922 5.2 100

L-14 MFLP厚木Ⅱ 神奈川県
伊勢原市

13,100 15,000 4.7 4.6 4.0 48,976 48,032 4.3 100

4 Appendix
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区分
物件
番号

物件名称 所在地
取得価格
（百万円）

鑑定評価額
（百万円）

巡航NOI
利回り
（％）

NOI利回り
（%）

鑑定NOI
利回り
（%）

延床面積
（㎡）

賃貸可能面積
（㎡）

築年数
（年）

稼働率
（％）

物流不動産

L-15 MFLP福岡 I 福岡県糟屋郡 5,263 6,110 5.5 5.1 4.4 32,199 32,216 5.8 100

L-16
MFLPプロロジスパーク川越
（準共有持分50%） 埼玉県川越市 14,800 17,050 4.7 4.6 4.0

117,337
（58,668）

56,723 3.8 100

L-17 MFLP広島Ⅰ 広島県広島市 14,480 16,000 5.3 5.1 4.6 68,427 66,665 2.9 100

L-18 MFLP茨木 大阪府茨木市 58,900 67,100 4.7 4.3 3.8 230,435 208,811 4.9 100

L-19 MFLP川口Ⅰ 埼玉県川口市 18,500 20,100 4.3 4.1 3.8 49,838 48,119 2.8 100

L-20
MFLP八千代勝田台 千葉県八千代市 18,000 18,200 4.6 4.2 4.2 74,624 69,830 1.9 100

L-21
MFLP大阪Ⅰ 大阪府大阪市 13,900 14,200 4.0 4.0 3.9 43,919 43,880 2.0 100

L-22
MFLP平塚Ⅱ 神奈川県平塚市 12,700 13,000 4.6 4.2 4.1 48,141 46,525 2.8 100

小計（平均） - 314,874 358,600 4.9 4.7 4.1
1,675,820

（1,360,476）
1,293,733 5.8 99.9

インダストリアル
不動産

I-1 MFIP印西 千葉県印西市 12,220 13,600 5.0 5.0 4.5 40,478 非開示 8.4 非開示

I-2 MFIP印西Ⅱ 千葉県印西市 15,150 16,300 4.8 4.8 4.4 27,268 30,906 2.2 100

小計（平均） - 27,370 29,900 4.9 4.9 4.4 67,746 非開示 5.9 非開示

合計（平均） - 342,244 388,500 4.9 4.7 4.1
1,743,567

（1,428,223）
非開示 5.8 99.9

ポートフォリオの状況

※1 「延床面積」に記載されているカッコ内の数値は持分勘案後の値です。
※2 「賃貸可能面積」に記載されている数値は持分勘案後の値です。

2
2

第12期取得

第12期取得

第12期取得

4 Appendix
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Appendix

第12期個別物件収支

4

GLP・
MFLP
市川塩浜

MFLP
久喜

MFLP
横浜
大黒

MFLP
八潮

MFLP
厚木

MFLP
船橋西浦

MFLP柏 MFLP堺
MFLP
小牧

MFLP
日野

MFLP
平塚

MFLP
つくば

MFLP
稲沢

MFLP
厚木Ⅱ

MFLP
福岡Ⅰ

MFLP
プロロジス
パーク
川越

MFLP
広島Ⅰ

MFLP
茨木

MFLP
川口Ⅰ

MFLP
八千代
勝田台

MFLP
大阪I

MFLP
平塚Ⅱ

MFIP
印西

MFIP
印西Ⅱ

全体
合計

資産運用日数 181日 181日 181日 181日 181日 181日 181日 181日 181日 181日 181日 181日 181日 181日 181日 181日 181日 181日 181日 180日 180日 180日 181日 181日 -

賃貸

事業

収益

賃貸事業

収入
460 447 335

非開示※非開示
※非開示※非開示※

775 

非開示※

341 

非開示※非開示
※非開示※非開示※非開示

※

431 479 1,555

非開示※非開示
※
非開示※非開示

※
非開示※非開示

※

10,054 

その他

賃貸事業

収入

34 34 17 80 33 553 18 28 119

449 507 1,675
合計 494 482 353 856 374 10,607

27 41 149

賃貸

事業

費用

外注

委託費
38 35 29 58 32 735 

水道

光熱費
20 27 13 45 19 18 19 61 372 

修繕費 1 17 7 21 12 126 
0 3 35

公租公課 39 42 39 81 38 930 
46 59 164

その他

賃貸事業

費用

2 2 1 3 1 137 
1 2 98

合計 102 124 92 - - - - 211 - 103 - - - - - 93 126 509 - - - - - - 2,303 

減価償却費 80 111 89 64 64 50 50 206 89 87 51 94 182 114 56 107 133 424 93 151 91 86 97 130 2,708 

賃貸事業損益 312 246 172 200 171 136 122 438 △6 183 121 156 233 201 91 248 248 740 305 314 222 239 208 284 5,596 

賃貸NOI

（賃貸事業損益＋

減価償却費）

392 357 261 264 235 187 172 645 82 271 172 251 415 315 148 355 381 1,165 399 465 314 326 306 414 8,304 

※貸借人からの承諾が得られていないため、非開示としています。

（単位：百万円）
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取得年月 取得価格
第12期末
帳簿価額

第11期末※2

（2022月1月末）（a）
第12期末※2

（2022月7月末）（b）
増減

（b）ー（a）
主な増減要因

鑑定評価額 CR※1 鑑定評価額 CR※1 鑑定評価額 CR※1 CR※1 その他

GLP・MFLP 市川塩浜（50%） 2016年9月 15,500 14,687 18,700 3.8% 19,400 3.7% 700 △ 0.1 〇 〇

MFLP 久喜 2016年8月 12,500 11,396 15,000 4.2% 15,200 4.1% 200 △ 0.1 〇 〇

MFLP 横浜大黒（50%） 2016年8月 10,100 9,558 11,200 4.2% 11,200 4.2% 0 0.0 - -

MFLP 八潮 2016年8月 9,650 8,999 11,700 4.1% 12,000 4.0% 300 △ 0.1 〇 〇

MFLP 厚木 2016年8月 7,810 7,114 9,740 4.2% 10,000 4.1% 260 △ 0.1 〇 〇

MFLP 船橋西浦 2016年8月 6,970 6,412 8,190 4.2% 8,390 4.1% 200 △ 0.1 〇 〇

MFLP 柏 2016年8月 6,300 5,760 7,350 4.3% 7,810 4.2% 460 △ 0.1 〇 〇

MFLP 堺 2016年8月※3 23,600 22,772 26,900 4.2% 27,500 4.1% 600 △ 0.1 〇 〇

MFLP 小牧 2017年8月※3 8,260 7,536 8,930 4.2% 8,930 4.2% 0 0.0 - -

MFLP 日野（25%） 2018年2月※3 12,533 11,966 13,500 3.9% 13,900 3.8% 400 △ 0.1 〇 〇

MFLP 平塚 2018年3月 7,027 6,646 7,920 4.2% 8,110 4.1% 190 △ 0.1 〇 〇

MFLP つくば 2018年12月※3 8,781 8,325 10,700 4.6% 11,000 4.5% 300 △ 0.1 〇 〇

MFLP 稲沢 2019年2月 16,200 15,130 17,900 4.3% 18,400 4.2% 500 △ 0.1 〇 〇

MFLP 厚木Ⅱ 2019年2月 13,100 12,423 14,600 4.0% 15,000 3.9% 400 △ 0.1 〇 〇

MFLP 福岡Ⅰ 2019年2月※3 5,263 4,930 5,980 4.4% 6,110 4.3% 130 △ 0.1 〇 〇

MFLP プロロジスパーク川越
（50%）

2020年2月 14,800 14,395 16,350 4.0% 17,050 3.9% 700 △ 0.1 〇 〇

MFLP 広島Ⅰ 2020年3月 14,480 14,010 15,700 4.6% 16,000 4.5% 300 △ 0.1 〇 〇

MFLP 茨木 2020年10月 58,900 57,608 64,400 3.8% 67,100 3.7% 2,700 △ 0.1 〇 〇

MFLP 川口Ⅰ 2020年10月 18,500 18,262 19,600 3.8% 20,100 3.7% 500 △ 0.1 〇 〇

MFLP八千代勝田台 2022年2月 18,000 18,028 (18,100) (4.2%) 18,200 4.1% 100 △ 0.1 〇 〇

MFLP大阪I 2022年2月 13,900 13,935 (13,900) (3.9%) 14,200 3.8% 300 △ 0.1 〇 〇

MFLP平塚Ⅱ 2022年2月 12,700 12,734 (12,900) (4.1%) 13,000 4.0% 100 △ 0.1 〇 〇

MFIP 印西 2016年8月※3 12,220 11,556 13,300 4.4% 13,600 4.3% 300 △ 0.1 〇 -

MFIP 印西Ⅱ 2021年3月 15,150 14,909 15,900 4.5% 16,300 4.4% 400 △ 0.1 〇 〇

合計/平均 - 342,244 329,102
333,560

(378,460)
4.1%

(4.1%)
388,500 4.0% 10,040 △ 0.1 - -

Appendix

第12期末鑑定評価の概要

4

＊詳細につきましては、P.47～48の本資料の記載事項に関する注記【第12期末鑑定評価の概要】をご参照ください。
※1 CR＝直接還元法上の還元利回り（NCFベース）の数値です。平均欄には鑑定評価額に基づく加重平均値を記載しています。
※2 準共有持分を有する物件については、準共有持分割合に相当する評価額を記載しています。

なお、第12期取得物件（MFLP八千代勝田台、大阪Ⅰ、平塚Ⅱ）については、2021年11月30日時点の鑑定評価額及びCRをカッコ内に記載しています。
合計/平均欄には第11期末の値に当該数値を合算した鑑定評価額、及び鑑定評価額に基づき加重平均したCRをカッコ内に記載しています。

※3 「MFLP堺」「MFLP小牧」「MFLP日野」「MFLPつくば」「MFLP福岡Ⅰ」「MFIP印西」は取得時期が複数回に分かれていますが、
初回の取得年月（堺：準共有持分20%取得時、小牧：同40％取得時、日野：同15％取得時、つくば：同60％取得時、福岡Ⅰ：同81％取得時、印西：同20％取得時）を記載しています。

（単位：百万円）

差額＝含み益* 59,397百万円
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Appendix

損益計算書及び貸借対照表

4

（単位：百万円）

科目
第11期実績

（2022年1月期）
第12期実績

（2022年7月期）

営業収益 9,502 10,607

賃貸事業収入 8,974 10,054

その他賃貸事業収入 527 553

営業費用 5,531 6,148

賃貸事業費用 4,506 5,011

資産運用報酬 911 1,023

資産保管・一般事務手数料 34 34

役員報酬 6 6

その他営業費用 72 72

営業利益 3,971 4,459

営業外収益 1 0

営業外費用 230 293

支払利息 162 216

投資法人債利息 7 7

投資法人債発行費償却 1 1

投資口交付費償却 48 43

投資口公開関連費用 - 16

その他 11 7

経常利益 3,742 4,166

税引前当期純利益 3,742 4,166

法人税等 1 0

当期純利益 3,741 4,165

当期未処分利益 3,741 4,165

損益計算書 （単位：百万円）

科目
第11期実績

（2022年1月期）
第12期実績

（2022年7月期）

流動資産 7,670 9,759

現金及び預金 1,235 686

信託現金及び信託預金 6,279 6,894

未収消費税等 - 1,848

その他の流動資産 154 330

固定資産 286,638 329,115

有形固定資産 286,606 329,102

その他固定資産 32 12

繰延資産 102 142

資産合計 294,411 339,016

流動負債 9,250 17,581

営業未払金 599 364

短期借入金 - 5,200

1年以内返済長期借入金 5,300 9,000

未払金 1,080 1,173

未払法人税等 1 0

未払消費税等 678 -

前受金 1,577 1,829

その他流動負債 13 14

固定負債 98,147 116,597

投資法人債 3,000 3,000

長期借入金 89,100 106,700

信託預り敷金及び保証金 6,047 6,897

負債合計 107,397 134,179

投資主資本合計 187,013 204,837

出資総額 185,362 203,299

出資総額控除額 △2,089 △2,628

出資総額（純額） 183,272 200,671

剰余金 3,741 4,165

純資産合計 187,013 204,837

負債純資産合計 294,411 339,016

貸借対照表
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外部認証評価取得への取組み

物件名
DBJ Green 
Building 
認証*

CASBEE
新築認証*

CASBEE
不動産認証*

BELS評価 ZEB認証

GLP・MFLP市川塩浜 Aランク* Sランク ★★★★★ ZEB Ready

MFLP久喜 ★★★ Aランク* ★★★★

MFLP横浜大黒 ★★★★★ Aランク* ★★★★★ ZEB Ready

MFLP八潮 Aランク*

MFLP厚木 ★★★★* Aランク*

MFLP船橋西浦 Aランク*

MFLP柏 Aランク*

MFLP堺※ ★★★★★ Sランク* ★★★★

MFLP小牧 Aランク*

MFLP日野 ★★★★ ★★★★★ ZEB Ready

MFLP平塚 Aランク*

MFLP稲沢 ★★★★ Aランク* Aランク* ★★★★★ ZEB Ready

MFLP厚木Ⅱ Aランク*

MFLP福岡Ⅰ Aランク*

MFLPプロロジスパーク川越 ★★★★ Aランク* ★★★★★

MFLP広島Ⅰ ★★★★ Aランク* ★★★★★ ZEB Ready

MFLP茨木 ★★★★ Aランク* ★★★★★ ZEB Ready

MFLP川口Ⅰ ★★★★ Sランク* ★★★★★ ZEB Ready

MFLP八千代勝田台 ★★★★★ Nearly ZEB

MFLP大阪Ⅰ Aランク*

MFLP平塚Ⅱ Aランク*

取得実績合計数 10件 9件 12件 11件 8件

DBJ Green Building認証とは、対象物件の環境性能に加えて防

災や地域コミュニティを含む様々なステークホルダーからの社会的要請

に配慮した不動産（“Green Building”）の普及促進を目的に、

株式会社日本政策投資銀行が独自に開発したスコアリングモデルに

より評点化を行い、時代の要請に応える優れた不動産を選定するも

のであり、その評価は5段階（★～★★★★★）で表示されます。

DBJ Green Building認証

CASBEE不動産評価認証

第12期取得

第12期取得

第12期取得

4 Appendix

CASBEE（建築環境総合性能評価システム）とは、国土交通省

の主導の下で創設された、省エネルギーや環境負荷の少ない資機材

の使用といった環境配慮はもとより、室内の快適性や景観への配慮

等も含めた建物の品質を総合的に評価するシステムです。

BELS評価
BELSとは、建築物の省エネルギー性能を表示する第三者認証制度

です。2016年4月より、建築物のエネルギー消費性能の向上に関す

る法律（建築物省エネ法）において、不動産事業者等は建築物の

省エネ性能を表示するように努めることが求められています。具体的な

表示方法は、国土交通省が定めた建築物の省エネ性能表示のガイ

ドラインに定められており、BELSは同ガイドラインに基づいて評価され、

その評価は5段階（★～★★★★★）で表示されます。

ZEB認証
ZEB（ネット・ゼロ・エネルギー・ビル）とは、快適な室内環境を保ちな

がら、建物の高断熱化や効率の高い設備等により省エネルギーに努

め、太陽光発電等によりエネルギーを創ることで、建物で消費する年

間の一次エネルギーの収支をゼロにすることを目指した建物のことです。

BELS の評価制度において、ZEBの評価は「ZEB」、「Nearly ZEB」、

「ZEB Ready」、「ZEB Oriented」の４段階で表示されます。
＊詳細につきましては、P.47～48の本資料の記載事項に関する注記【グリーンビルディング認証】をご参照ください。

※MFLP堺は本表記載のグリーンビルディング認証に加え、「平成27年度おおさか環境にやさしい建築賞(商業その他

部門賞)」を受賞しています。
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Appendix

投資口価格推移・投資主の状況

4

第12期末（2022年7月末）時点の投資主状況

投資主数 比率 投資口数 比率

個人・その他 7,160名 91.2% 26,279口 4.6%

金融機関 170名 2.2% 312,581口 54.3%

その他国内法人 218名 2.8% 36,706口 6.4%

外国人 278名 3.5% 179,060口 31.1%

証券会社 21名 0.3% 21,374口 3.7%

合計 7,847名 100.0% 576,000口 100.0%

投資口数 比率

株式会社日本カストディ銀行（信託口） 104,976口 18.2%

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 96,222口 16.7%

三井不動産株式会社 28,900口 5.0%

野村信託銀行株式会社（投信口） 25,072口 4.4%

STICHTING PENSIOENFONDS ZORG EN WELZIJN 11,996口 2.1%

合計 267,166口 46.4%

■所有者別投資主数・投資口数 ■主な投資主

※投資口価格は、2016年8月2日の上場初値を起点として記載しています。
※東証REIT指数は、2016年8月2日の始値を基準に指数化しています。
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Appendix

三井不動産の主要な開発・運営実績＊

4

＊詳細につきましては、 P.47～48の本資料の記載事項に関する注記

【三井不動産の主要な開発・運営物件】 【優先情報提供対象物件】をご参照ください。

竣工年度 開発・運営物件 延床面積
本投資法人による

取得

優先情報提供
対象物件＊

2013年度

MFLP横浜大黒 100,530㎡ ● (50%) －

GLP・MFLP 市川塩浜 105,019㎡ ● (50%) －

MFLP八潮 40,728㎡ ● －

2014年度

MFLP久喜 73,153㎡ ● －

MFLP堺 125,127㎡ ● －

MFLP船橋西浦 30,947㎡ ● －

MFLP厚木 40,942㎡ ● －

MFIP印西 40,478㎡ ● －

2015年度
MFLP日野 205,200㎡ ● (25%) ● (75%)

MFLP柏 31,242㎡ ● －

2016年度

MFLP船橋 I 197,746㎡ － －

MFLP福岡 I 32,199㎡ ● －

MFLP平塚 33,061㎡ ● －

MFLP小牧 40,597㎡ ● －

2017年度

MFLP稲沢 72,883㎡ ● －

MFLP茨木 230,435㎡ ● －

MFLPつくば 62,484㎡ ● －

2018年度
MFLP厚木Ⅱ 48,976㎡ ● －

MFLPプロロジスパーク川越 117,337㎡ ● (50%) －

2019年度

MFIP羽田 80,334㎡ － －

MFLP広島Ⅰ 68,427㎡ ● －

MFLP船橋Ⅱ 227,003㎡ － ●

MFLP川口Ⅰ 49,838㎡ ● －

MFLP平塚Ⅱ 48,141㎡ ● －

MFLP横浜港北 45,512㎡ － ●

MFLP川崎Ⅰ 49,801㎡ － －

竣工年度 開発・運営物件 延床面積
本投資法人による

取得

優先情報提供
対象物件＊

2020年度

MFLP立川立飛 55,094㎡ － －

MFLP大阪Ⅰ 43,919㎡ ● －

MFLP八千代勝田台 74,624㎡ ● －

MFLP 栖 35,248㎡ － －

MFIP印西Ⅱ 27,268㎡ ● －

2021年度

MFLP所沢 21,721㎡ － ●

MFLP船橋Ⅲ 270,321㎡ － ●

MFLP大阪交野 68,528㎡ － ●

MFLP市川塩浜Ⅱ 166,099㎡ － ● (60%)

2022年度

MFLP東名綾瀬 61,441㎡ － ● (50％)

東京レールゲートEAST 174,404㎡ － －

MFLP海老名 I 約122,200㎡ － －

MFLP・SGリアルティ福岡粕屋 36,141㎡ － ● (50％)

MFLP弥富木曽岬 98,792㎡ － ●

MFLP新木場 I 9,604㎡ － ●

2023年度

MFLP新木場Ⅱ 約28,500㎡ － －

MFLP平塚Ⅲ 約28,500㎡ － －

MFLP座間 約134,500㎡ － －

（仮称）大阪市此花区酉島
物流施設

約59,200㎡ － －

MFLP海老名南 約37,600㎡ － －

2024年度
MFLP仙台名取 I 約44,793㎡ － －

MFLP名古屋岩倉 約58,444㎡ － －

2025年度
MFLP一宮 約66,043㎡ － －

MFLP三郷 約38,826㎡ － －

未定
その他データセンター1物件 － － －

海外2物件 － － －

※1 「MFLP横浜大黒」については運営開始年度を記載しています。

なお、当該物件の竣工年度は2009年度です。また、「MFLPつくば」既存棟については、竣工年度は2010年度となります。

※2 カッコ内の比率は保有資産に係る準共有持分割合を示しています。
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本資料の記載事項に関する注記

＊特に記載のない限り、整数表記の数値については単位未満を切り捨て、小数点表記の数値は、表記未満の桁を四捨五入して記載しています。
＊特に記載のない限り、下記を前提にしています。

【運用ハイライト】【基本戦略及び4つのロードマップ】【内部成長戦略】【ポートフォリオの状況】 【第12期末鑑定評価の概要】
「分配金（DPU）」
利益超過分配金を含みます（発行済投資口数：第1期末・第2期末・第3期末：224,000口/第4期末・第5期末：262,774口/第6期末・第7期末：379,000口/第8期末：441,000口/第9期末・第10期末・第11期末：542,000口/第12期末・第13期末・第14期末：576,000口）。
｢築年数｣
保有物件に係る主たる建物の登記簿上の新築年月から、2022年7月31日（第12期末）までの築年数を記載しています｡
「平均築年数」及び小計（平均）欄・合計（平均）欄には準共有持分を有する物件については、準共有持分割合を考慮した延床面積に基づく加重平均値を記載しています。
P3~4記載のコロナ禍以降に取得した6物件の平均築年数は、各物件の取得日までの築年数の、延床面積に基づく加重平均値を記載しています。
｢稼働率｣
賃貸可能面積に対して賃貸面積が占める割合を記載しています。2022年7月31日（第12期末）時点における契約締結ベースの稼働率を記載しています。
期中平均稼働率は、各月末時点における契約締結ベースの稼働率を単純平均した数値を記載しています。
「LTV」
有利子負債残高÷総資産
「取得余力」
LTVを50％まで引き上げると仮定した場合に、追加的に調達できる負債金額をいいます。なお、記載金額は億円単位を四捨五入して記載しています｡
｢巡航NOI利回り｣
第13期・第14期の業績予想の前提となるNOIから､第12期取得物件に係る固定資産税及び都市計画税を控除し、特殊要因を補正し、取得価格の合計で除したうえで年率に換算しています。
各区分の小計（平均）欄及び合計（平均）欄は､取得価格に基づく加重平均値を記載しています。
P3~4記載のコロナ禍以降に取得した6物件の平均巡行NOI利回りは、各物件の取得日における、取得期・取得翌期の業績予想の前提となるNOIから､固定資産税及び都市計画税を控除し、特殊要因を補正し、取得価格の合計で除したうえで年率に換算した数値の、
取得価格に基づく加重平均値を記載しています。
｢1口当たりNAV｣
「2017年1月期末（第1期末）」：（2017年1月期末純資産額＋鑑定評価額をベースとした含み益ー分配金総額）（＝2017年1月期末NAV）÷発行済投資口数（224,000口）
「2022年7月期末（第12期末）」：（2022年7月期末純資産額＋鑑定評価額をベースとした含み益ー分配金総額）（＝2022年7月期末NAV）÷発行済投資口数（576,000口）
各期期末のNAV算出については、各期末時点の純資産額に鑑定評価額をベースとした含み益を加算し分配金総額を控除して算出したNAVを、期末時点の発行済投資口数で除して算出した数値を記載しています。
｢時価総額｣
「2022年7月期末（第12期末）」：2022年7月期末時点の本投資口の終値（523,000円） ×2022年7月期末時点における本投資法人の発行済投資口数（576,000口）
各期末時点の時価総額については、各期末時点の本投資口の終値に各期末時点の発行済投資口数を乗じて算出した数値を記載しています。
「平均賃貸借期間」
2022年7月31日時点において締結済の賃貸借契約に表示された賃貸借期間を、賃貸面積で加重平均して算出しています。
同一の賃借人と対象賃貸借契約の契約満了日の翌日を賃貸借開始日とする新たな賃貸借契約（再契約）を締結している場合は、再契約の契約満了日まで賃貸借期間が継続するものとみなして平均賃貸借期間を算出しています。
「残存賃貸借契約期間」
2022年7月31日時点において締結済の賃貸借契約に基づき、 2022年7月31日以後の賃貸借期間の残存期間を賃貸面積で加重平均して算出しています。
なお、対象賃貸借契約について同一の賃借人と再契約を締結している場合は、再契約の契約満了日まで賃貸借期間が継続するものとみなして賃貸借期間を算出しています。
「鑑定評価額」

2022年7月31日（第12期末）を価格時点とする、各物件の準共有持分割合に相当する数値を記載しています｡
｢NOI利回り｣
不動産鑑定評価書に記載された直接還元法における運営純収益（以下「鑑定NOI」）の取得価格に対する比率を記載しています｡
「平均NOI利回り」及び各区分の小計（平均）欄・合計（平均）欄は､取得価格に基づく加重平均値を記載しています。
｢鑑定NOI利回り｣
鑑定NOIの鑑定評価額に対する比率を記載しています｡「平均鑑定NOI利回り」及び各区分の小計（平均）欄・合計（平均）欄は､鑑定評価額に基づく加重平均値を記載しています。
｢延床面積｣
登記簿上の記載に基づき､小数点以下を切り捨てて記載しています｡
「賃貸可能面積」
2022年7月31日（第12期末）時点の賃貸借契約または建物図面等に基づき賃貸が可能と考えられる面積（売店、自動販売機、太陽光発電設備、駐車場及び保 所等に係る賃貸借契約に記載の賃貸面積は除きます。）の合計を、小数点以下切り捨てて記載しています。
「含み益」
鑑定評価額から期末帳簿価格を控除した値を記載しています。

【コロナ禍以降の物件取得】
新型コロナウィルス感染拡大に伴い、第1回緊急事態宣言が発令された2020年4月7日以降から本書の日付現在までの物件取得をいいます。

【優先情報提供対象物件】
優先情報提供対象物件とは、本資産運用会社が本投資法人の資産運用を行うにあたり三井不動産との間で締結した優先情報提供に関する契約に基づき提示された情報提供対象不動産にかかる情報提供対象物件リストに記載された対象物件をいいます。
なお、「情報提供対象不動産」とは、三井不動産又は三井不動産が出資や金銭の拠出等を行う不動産ファンドが保有する不動産等のうち、三井不動産の裁量により本投資法人に売却する可能性があると判断するものをいいます。
対象となる物件（数）及び比率・延床面積は、共有持分割合（又は準共有持分割合）考慮後の数値を記載しています｡
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本資料の記載事項に関する注記

【FFOを基準とした金銭分配の算定方法】
① 当該営業期間の当期純利益に基づき利益分配を決定します。
② 当該営業期間の当期純利益（但し、不動産売却損益等を除きます。）に減価償却費を加算することにより、当該営業期間のFFOを算定します。
③ 当該営業期間のFFOの70％に相当する金額を目処に、利益超過分配を含めた分配可能金額を算定します。
④ 利益超過分配を含めた分配可能金額から、利益分配（但し、不動産売却損益等を除きます。）の額を控除し、利益超過分配可能金額を算定します。
⑤ 利益超過分配可能金額をもとに、総合的な判断を行った上で継続的な利益超過分配の額を決定します。
⑥ ⑤において決定した利益超過分配を、①において決定した利益分配に加えて、原則として毎期継続的に行います。
なお、新投資口の発行等の資金調達等により、1口当たり分配金の分配額が、一時的に一定程度減少することが見込まれる場合には、1口当たり分配金の金額を平準化する目的で、一時的な利益超過分配を行うことがあります。

【三井不動産の主要な開発・運営物件】
三井不動産が2019年11月5日付、2022年4月21日付及び2023年3月期第1四半期決算開示資料で公表した資料に基づいています。竣工済物件は登記簿面積または検査済証記載面積、未竣工物件のうち、優先情報提供対象物件については確認済証記載面積、それ以外の物件については
三井不動産により公表された資料に記載の面積を記載しています。なお、未竣工物件の面積は予定面積であり、変更されることがあります。
「累計投資規模」には、各公表時点で開発中及び開発予定の物件及びその投資額（予定額）を含みます。なお、開発予定の物件については、当該公表時点の三井不動産グループの目標又は予定のものも含み、今後変更又は中止される可能性があります。
加えて、上記投資が完了する時期について、当該公表時点において決定された内容はありません。また、本投資法人が、当該計画の実現を保証又は約束するものではありません。
「東京レールゲート EAST」は棟数、延床面積には含みますが、金額には含みません。また、本書の日付現在、三井不動産による当該物件の取得の予定はありません。

【インダストリアル不動産】
データセンター、通信施設、研究施設、工場、供給処理施設等の企業活動の基盤となる不動産をいいます。

【ZEB認証】
ZEB（ネット・ゼロ・エネルギー・ビル）とは、快適な室内環境を保ちながら、建物の高断熱化や効率の高い設備等により省エネルギーに努め、太陽光発電等によりエネルギーを創ることで、建物で消費する年間の一次エネルギーの収支をゼロにすることを目指した建物のことです。
ZEB の評価は「ZEB」、「Nearly ZEB」、「ZEB Ready」、「ZEB Oriented」の４段階で表示されます。

【太陽光パネル年間発電量】
本投資法人の保有物件について、太陽光パネル設備を有する12物件の、2021年1月から12月末までの発電実績を記載しています。
なお、本投資法人の保有割合に関わらず物件全体の発電量の合計値を記載しています。

【我が国の物流施設のストック分析について】
①「我が国の物流施設のストック分析」グラフは、国土交通省総合政策局「建築着工統計調査」及び総務省「固定資産概要調書」を基にシービーアールイー株式会社にて推計したものです。
②「我が国の物流施設のストック分析」グラフの「先進的物流施設」には、先進的物流施設（延床面積10,000㎡以上の、原則として天井高5.5ｍ以上、床荷重1.5t／㎡以上、柱間隔10ｍ以上の賃貸型物流施設をいいます。）の各年の延床面
積の合計値を記載しています。
③「我が国の物流施設のストック分析」グラフの「築40年以上の推計値」には、各年の全体ストック推計値（⑤に定義します。以下同じです。）から過去40年以内に着工された面積の合計を除いた値を記載しています。
④「築40年未満の推計値」とは、全体ストック推計値から「築40年以上の推計値」及び「先進的物流施設」の面積を除いた値を記載しています。
⑤全体ストック推計値は、「築40年以上の推計値」、「築40年未満の推計値」及び「先進的物流施設」の合計値です。
⑥「我が国の物流施設のストック分析」グラフの「先進的物流施設のシェア」には、各年度の全体ストック推計値に占める「先進的物流施設」の割合（延床面積ベース）を記載しています。
⑦「我が国の物流施設のストック分析」グラフの「築40年以上のシェア」には、各年度の全体ストック推計値に占める「築40年以上の推計値」の割合（延床面積ベース）を記載しています。
⑧「延床面積」は、着工データを基に作成しています。また、着工から１年経過を以って竣工したものとみなし、竣工時点を基準に推計しています。そのため、延床面積は、確認済証、竣工図面又は登記簿上の面積と一致しない場合があります。

【グリーンビルディング認証】
「DBJ Green Building認証」については、MFLP厚木のみ認証期限が到来しています。
「CASBEE 新築認証」については、すべての認証取得済物件において認証期限が到来しています。
「CASBEE 不動産認証」については、第三者評価機関が建築物の環境性能を総合的に評価する第三者評価と、政令指定都市を中心に活用されている「建築物環境性能評価制度」としての自治体届出制度による評価の2種類があり、GLP・MFLP市川塩浜を除き、自治体届出制度による評価です。
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Disclaimer

本資料の主たる目的は三井不動産ロジスティクスパーク投資法人（以下「本投資法人」といいます。）の決算に係る情報提供であり、特定商品についての投資の募集、勧誘や売買の
推奨を目的としていません。投資に関する決定は、ご自身の判断と責任において行っていただきますようお願い申し上げます。

本投資法人の投資口の売買等にあたっては本投資口価格の変動により損失が生じるおそれがあります。

本投資法人の投資口又は投資法人債のご購入にあたっては各証券会社にお問い合せください。本資料は、金融商品取引法又は投資信託及び投資法人に関する法律に基づく開示書
類又は資産運用報告ではありません。

本投資法人及びその資産の運用を受託する三井不動産ロジスティクスリートマネジメント株式会社（以下「本資産運用会社」といいます。）は、本資料で提供している情報に関して万
全を期していますが、本投資法人又は本資産運用会社が作成した情報であるか又は第三者から受領した情報であるかを問わず、その情報の正確性、妥当性及び完全性を保証するも
のではありません。

本資料に記載された情報のうち、過去又は現在の事実に関するもの以外は、本資料の作成日（但し、本資料中に特段の記載がある場合は当該日）において入手可能な情報に基づ
いてなされた本投資法人又は本資産運用会社がその判断に基づいて仮定した、又は前提とした将来の予想に関する記述です。将来の予想に関する記述は、本資料作成日における本
投資法人の投資方針、適用法令、市場環境、金利情勢、実務慣行その他の事実関係を前提としており、本資料作成日以降における事情の変更を反映又は考慮しておりません。将
来の予想に関する記述は、明示的であるか否かを問わず、既知のリスクの不確実性又は未知のリスクその他の要因を内在しており、本投資法人の実際の業績、経営結果、財務状況等
はこれらと大幅に異なる可能性があります。本資料における将来の業績や見通し等に関する記述は、将来の業績や見通し等を保証するものではありません。

本資料の内容は、予告なしに変更又は廃止される場合があります。本投資法人及び本資産運用会社は、本書の内容（将来の予想に関する記述を含みます。）を更新又は公表する
義務を負いません。

なお、本投資法人及び本資産運用会社の事前の承諾なしに本資料に記載されている内容の複製・転用などを行うことを禁止します。



50

MEMO



51


